
 

分野参考様式第６－７号（特定技能所属機関） 

 

年  月  日 

 

1 号建設特定技能受入計画変更申請書 

 

地方整備局長 

北海道開発局長 殿 

 

所在地 

名 称 

代表者の氏名  

 

 出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号の基準を定める省令及び特定技

能雇用契約及び１号特定技能外国人支援計画の基準等を定める省令の規定に基づ

き建設分野に特有の事情に鑑みて当該分野を所管する関係行政機関の長が告示で

定める基準を定める件の第５条第１項の規定に基づき、建設特定技能受入計画に

ついて下記のとおり変更が生じましたので申請します。 

 

記 

（変更内容） 

○特定技能所属機関に関する事項 

 変更箇所 変更後 変更前 

①     

②     

③     

④     

 

○１号特定技能外国人に関する事項 

別紙のとおり 

 ※ 変更事項のみ記載すること 

 

 

（補足等） 

※ 補足が必要な変更内容について、適宜記載すること 

 

  



 

分野参考様式第６－７号（別紙） 

 

特定技能外国人受入リスト（変更） 

 

１ 特定技能所属機関に関する事項 

（１） 特定技能所属機関名：  

（２） 特定技能所属機関の代表者名： 

 

２ 特定技能外国人に関する事項 

 特定技能外国人 1 特定技能外国人 2 特定技能外国人 3 

氏名（フリガナ）    

生年月日    

性別    

国籍    

建設ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟｼｽﾃﾑ技能者Ｉ

Ｄ 

   

業務区分    

就労させる場所（都道府県

単位） 

   

計画期間    

基本賃金（月額）    

修了した建設分野技能実習

の職種及び作業 

   

技能実習時の報酬（月額基

本給） 

   

修了した建設特定活動の職

種及び作業 

   

建設特定活動時の報酬（月

額基本給） 

   

合格した技能試験    

合格した日本語能力試験    

※ 4名以上受け入れる場合、必要に応じて欄の追加や別紙とする等対応すること。 

※ 対象外の項目については「-」とすること。 

※ 技能実習又は建設特定活動時の月額基本給については、直近の金額を記入すること。 

※ 合格した技能試験及び日本語能力試験について、建設分野技能実習又は建設特定活動を修了した者は

記入不要。 


